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連載序文

　今回本誌で６回の連載の機会を
頂戴した。その初稿として「食品防
御と偽装防止を俯瞰する」というタ
イトルで、今我々がどのような立ち
位置にいるのかを大きくズームア
ウトして眺めてみたい。
　もう食品防御や偽装防止とい
う言葉を新聞やテレビで聞かなく
なって久しい。とくに食品防御など
最後にブームになったのが2014
年ころなので、若い人などは学生
の頃はもちろん、実社会に出てか
らも、まったく聞いたことがないと
いった感想を持っていても不思議
ではなくなってきた。
　途中コロナ禍があった、ロシア
のウクライナへの侵攻があった、
といった大きな事件の陰に隠れて
しまったのか？ といえば（SDGｓで
推奨されているからと勝手に標榜
され推し進められている）脱プラな
ど、相変わらずあちこちで「レジ袋
は使用しないようにしましょう！」とか、

「使い捨てのプラスティックスプー
ンはやめて竹製にしましょう！」とか、
実効性とはほとんど無縁な部分で
のヒステリックなまでの旗振音頭
は継続しているのであるから、大き
な事件の陰に隠れてしまったという

よりは、話題作りに力が入っておら
ず、社会におけるムーブメントを引
き起こそうという裏側での画策が、
今はなくなっているというのが真実
ではないだろうか。筆者自身にとっ
ては画策がないというのはうれし
いことで、変な画策に乗っかってし
まって、大手の食品企業はあっちも
こっちも監視カメラの台数確保に
奔走していたころの滑稽なほどの
慌てぶりを思い出すにつけ、いい時
代になったものだと感じる。
　しかしながら（今回はコロナ対策
という名目が与えられているので
体温測定という使用目的上の差異
があるものの）37.5℃以上であれ
ばブザーが鳴って入場を阻止する
といわれる体温チェックカメラが、
瞬く間にデパートなどの大規模店
舗、公共施設の入り口に設置され
たのを見るにつけ、日本人の心の
中にはいまだに「周囲がやっている
のであれば、世間に対する対面上、
自分もなにかやらないとまずいの
ではないか？」といった周囲の意向
を忖度する（しすぎる）自発的同調
圧力は、まだまだ健在なのではな
いかと勘繰りたくなる。
　誰かが裏側で（言い回しは多少
リニューアルしているだろうが）「食
品防御のためには監視カメラが必

須となる」という噂を流せば、また
ぞろ監視カメラ設置競争が火花を
散らす羽目になるのではないだろ
うか。コロナ禍での狂乱の中、ハイ
クビジョンなどの中国勢カメラが
その低価格とカタログスペックの
高さで市場を席けんしたものの、
故障の多さと実際の機能はカタロ
グデータほどには高くないという
現実に、日本市場は国産カメラ信
奉に戻りつつあるといえる。アメリ
カについていえば、エンティティリ
ストをもって中国企業群を敵対産
業としてリストアップし、すでに政
府関連のIT機器入札では中国勢の
排斥が始まっている。ここぞとばか
り日本勢やアメリカ勢が巻き返し
てくる土壌はすでにでき上がって
いるといってよい。
　中国で2007年に起きた天洋食
品事件は、さんざんなほどに中国
産品の悪評を増幅させる材料とし
て引用され、かつその後の中国に
おける監視カメラ設置競争では、ソ
ニーなどの日本製カメラの設置台
数が躍進した。つまり所期の目的
は十分に達成されたといってよい。
2013年にダメ押しのように日本で
起きたアクリフーズ事件では、日本
人の心の中に「彼岸の火事は直ち
に此岸の火事となる」というパニッ
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ク誘導型の教訓を埋め込むのに大
成功をおさめ、監視カメラは「ある
なし」の議論をはるかに超え、何百
台設置したかという設置台数狂騒
曲を奏でることとさえなった。前事
件では（一名重篤な患者が出たとい
う背景も作用したかもしれないが）
犯人は死刑となり、後事件では（重
篤な患者は出てはいなかったがそ
の危険性は十分あったにも関わら
ず）犯人はわずか３年半の懲役に服
しただけで出所したという、まるで
納得ずくの取引が裏側にあったよ
うな展開となっている。中国の犯罪
即死刑という厳罰主義もこの結末
の差には大きく影響しているだろ
うが、それにしても胡散臭い展開で
あったとしかいえない。
　中国製の体温チェックカメラの
性能についていえば、筆者はデ
パート入り口ですでに千人超を観
察したが、体温が高いとして入構
を拒まれた客を見たことはない（か
くいう筆者自身もデパート入店前
に周囲をジョギングして回り、あえ
て体温を高めてからカメラに向き
合ったことも数度あるが、一度も

警備員が飛んできたことはなかっ
た）。図表１は1957年の古いデー
タであって、その後日本人の体温
は下がってきているとは言われる
が、現在でも37.5℃を閾値とすれ
ば、（たとえ脇よりは、多少は温度の
低い額であったとしても）数％の入
店客は入り口で阻止されているべ
きなのではないのであろうか。
　これはデパート側があえて閾値
を37.5℃より上にスライドさせ、客
をいちいち呼び止めるという（まっ
たくもって失礼な、直ちに客離れを
引き起こしかねない）事態を避けた
のではないか。そんな背景もありう
るとはみているが、実際にはカタロ
グに標榜されているような、複雑な
動線を示す多数の入店客のそれぞ
れの額の中心に焦点を定めて一瞬
で検温する・・・単純なようで実はと
ても複雑な機能をカメラが十分に
は果たしえていないのであろう。
　監視カメラと言えば、街角のあち
こちにセキュリティカメラの配備が
進んでいる。しかし国内ばかりでは
なく国外でも、テロリストや凶悪犯
罪者が犯行に至ることを未然に防

止できたという話は聞いたことが
なく、録画をレビューしてみたら、犯
行に至るまでにはこういった地点
を通過していたという、後日解析に
しか応用されていない。予防措置
としてはまったくといって機能して
いないといってよい。
　食品防御の話題まっさかりの折
にも、筆者は監視カメラが単に画像
を撮影しそれを保管しているだけ
のものなら、対応に即時性はなく、
単に警察の後日の検挙率を上げる
のに貢献しているだけではないか
と率直な疑問を呈したが、「いや、や
はりカメラを据えていないと（株主
に対して、メディアに対して）申し開
きができない」といった憂情の奔流
の前にはなすすべもなかった。カメ
ラは食品防御のためのツールとし
て有効か否かといった議論の対象
ではすでになくなっており、パニッ
クにあおられ右往左往している事
業者たちの間で簡単に服用できる
抗不安薬としての新たな地位を与
えられていたに違いない。

食品防御をしかけたもの

　2001年の貿易センタービルへ
の民間航空機突入事件は、アメリ
カにとっては非常にショッキングな
出来事であった。国防省が攻撃さ
れるというのは想定内であったと
しても、民間企業ばかりそれもユ
ダヤ系の企業のテナントの多い貿
易センタービルへの攻撃は、新資
本主義にまで対象を広げれば攻撃
がいとも簡単になしとげられること
と、民間機がハイジャックされたた

図表１　日本人の体温分布
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め（空軍のスクランブルは「敵機」の
「領空侵犯」を前提としているため
民間機が飛行ルートを外れたぐら
いでは迅速には発動しえない。また
ルートを外れたのがハイジャックに
よるものと分かっても、旅客を人質
に取られている航空機を簡単に撃
墜できるものではない）防御の弱
点を突かれてしまったことが明白と
なり、従来のCarver-Shock分析で
は全く把握されていなかった弱点
が、実はたくさん存在するのではな
いかとの動揺を引き起こした。
　同じころイギリスもまた、アイル
ランド独立に向けてのテロに始ま
り、イギリス本国への多数の流入
を許したアラブ系住民たちの被差
別的待遇に対する反抗を起点とし
たテロに苦しんでおり、アメリカで
起きたことのコピーキャットは、い
つイギリスで起きても不思議では
ないという気分が横溢していた。
　アメリカの場合、テロの首謀者が
国内に限定されないというのは、ア
フガン侵攻、イラク侵攻のように、
積極的にムスリム国家群への軍事
介入をしていたことが背景にある。
イギリスの場合には、そこまで表
立った形での国外への介入を行っ
ておらず、それがイギリスでのテロ
は、主犯が国内居住者にほぼ限定
された形で推移している理由と言
えよう。

食品偽装防止をしかけた
もの

　前述のように食品防御について
は、その由来はかなり明白なもの

まことしやかに流布され、それが平
常時には考えられないほどの動員
力を持ってしまうというのは容易
に理解できる。食品防御の中で以
前は「悪意のある混入」(malicious 
contamination)という形で、テロ
リストを含む危害を引き起こすこと
を目的とする個人または集団によ
る混入事件がすでに取り上げられ
ていたのに、なぜことさらに偽装防
止を新たなカテゴリーとして分離
独立させないといけないかという
のは、筆者の理解を越えている。
　しかしながら、この無理やりな展
開に論理的な説明を付け加えると
いうのは、旗を振っているGFSIに
取っても容易ではなかったらしく、
ガイダンス文書のなかで食品偽装
は純粋に経済的な動機によるもの
という論理的飛躍をあえて行わざ
るを得なかった。図表２も、当時あ
る論文に掲載された概念図を無理
やりに引っ張ってきて、GFSIの志向
に合わせて改変したものである。

となっている。テロが起きているの
であるから、その矛先は何に向けら
れてもおかしくはない。その対象と
して、不特定多数に送り込まれる食
品が選ばれることも当然ながらあ
りうる。テロは、いつでも誰に対し
ても何についても起きかねないと
いった心理的なパニックが社会を
覆いつくし、

１.  テロリストというものは常に冷
徹に費用対効果を計算するとか

２.  テロリストも自身の陣営に被害
が及ぶような攻撃はできるだけ
回避するとか

３.  子供や女性などを主たるター
ゲットにすることは世論を敵に
回すことになるので避けるとか

そういったテロの基本路線という
ものの理解が脳から洗い流されて
しまった人間ばかりになり果てた
状態では、「いつでも誰に対しても
何についても」系の食品防御論が

図表２　GFSIが示した食品偽装・食品防御・食品品質・食品安全の概念図

(出典：GFSIポジションペーパー, 2014）



改めて食品防御・食品偽装を考える

ISOS October 2022　83

途中の論理の展開には矛盾があっ
たとしても、アウトカムとしてそれ
なりにまとまった図を提示すれば、
それが妥当なる結論として一人歩
きし始めることをよく知っているの
であろう。忙しいビジネスパーソン
は文章の結論部分しか読まないと
いうことを熟知した功名な戦術と
いえよう。
　ガイダンス文書の序では、食品
偽装は通常の食品安全事件より危
険な場合もありうる（そのなかには
食品安全上の懸念を十分意識しな
がらも商品を出荷するという社内
メンバーの加担が認められるもの
もある）として、食品安全を議論の
出発点としているものの、瞬く間に
企業の被る経済的なダメージをい
かにして軽減するかへと論点がす
り替えられ、図表２の模式図の登場
となる。模式図の中ではご覧のよ
うに、食品安全の部分は極小化さ
れ、食品偽装というものはあくまで
経済的な動機によって引き起こさ
れるものであって、そこに消費者に
危害を及ぼそうという（食品安全を
揺るがすような）悪意は入り込みに
くいとは、小中学生でも指摘でき
そうな明白な矛盾点であるが、今
のところGFSIという横文字の輝き
に目がくらんでか、この矛盾を指
摘するような識者は表れてきてい
ない。
　食品安全というものを議論の
中心に据えるのであれば、食品偽
装というものを別に新しいカテゴ
リーとしてことさらに取り上げる必
要もなく、食品品質と食品安全の
両者に深く根を張ったトレーサビリ

割を果たしていると判断するほうが
妥当なのではないだろうか。

あとがき

　後に続く５編では、より詳細に食
品防御、偽装防止を語っていく。最
終的には日本の事情（あえて特殊
事情とは呼ばない。日本は世界の
中でどう動くべきかを探りつつも、
明確なソリューションを見つけ出し
ていない多くの国々の代表的な存
在となっているだけのことであっ
て、サイレントマジョリティーを構
成する一単位でしかないといえよ
う。サイレントであるばかりに似た
立場にある国々の意見が聞こえて
こないから、自分が特殊と感じられ
ているだけに過ぎない）にあった食
品防御と偽装防止策を打ち立てて
いくということは、言葉を変えると、
日本に適した国際政治学・外交方
針を打ち立てていくことに他なら
ないと理解していただけるだろう。

ティの確立で十分なのではないか
というのが、筆者の偽らざる感想
である。
　ともかくもGFSIは、偽装防止の
重要性の強調にはずいぶんと熱
心で、その対策としては入荷する
原材料の分析が第一番目に挙げ
られ、それからサプライヤー監査
へと続くのである。GFSI内部の事
情でいえば、（イベントではサポー
ターとして経済的な支援を惜しま
ない）分析業者や審査会社に（見返
りとしての）仕事を与えるという命
題を意識しているのではないかと
いうのは、何となくは感じ取れる。
特に分析業者でいえば、過去の混
入事件で使用された（かもしれな
い）物質すべてを対象とした分析
業務を受注することになるので、
これは一粒で何度もおいしい良い
商売であろう。しかしながら全食品
メーカー、全食品小売業の代表と
して結成された中立公正を旨とす
るはずのGFSIが、このような内部
の利益供与のためだけに偽装防止
といった大命題を打ち立てるとは
考えづらく、やはり（例えば原材料
サプライヤーの多くを自国内に擁
し過去に偽装事件も幾度か起こし
ている中国、その）中国へのバッシ
ングツールとして後押しされてい
ると考えるのが自然な流れではな
いであろうか。
　となると前述の食品防御も、そし
てこの段で述べた偽装防止も、そ
の根は同じところにあると考えてい
いだろう。単一の国家がすべてを推
進していることをカモフラージュす
るために、GFSIは隠れ蓑としての役
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